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第３章 走行作用 
 

 

3.1 一般 

 

(1) [REQ] 本章では，走行作用を受ける木構造物の設計および性能評価における荷重作用を合理

的，説明性のある手順に基づいて決定するために必要なデータ，および設計用荷重モ

デルを導出するための情報を提供する． 
(2) [REC] 本章は，走行作用を受ける土木構造物の維持管理に伴う補修・補強の意思決定におけ

る走行作用の規定に適用することが望ましい． 

(3) [REC] 本章は，各地域特性を反映した設計用走行作用の検討に適用することが望ましい． 

 
【解説】 
 
(1)について 
本指針は「性能設計」を念頭においていることから，設計者が活荷重データの共有化をはかり，

当面の目的に応じた走行作用の設定を行うことができるようにする．また，実態活荷重（特に過

積載）の設計活荷重に対する超過確率の評価ができるデータベースを提供するようにする．  
 
本指針では，走行作用（従来の活荷重）のうち，主として道路橋の上部工，下部工（基礎工），

舗装を設計するための「自動車荷重」を主に扱うものとする．ただし，道路橋の疲労性能評価の

ための走行作用も対象にする．走行作用には，「自動車荷重」の他にも歩行者を扱う「群集荷重」，

鉄道構造に用いられる「列車荷重」，空港施設に用いられる「航空機荷重」，および施工重機など

の「施工時荷重」などもある．それらの内「列車荷重」，「航空機荷重」は実態としてその作用の

大きさを規制することができることから対象外とする．一方，「施工時荷重」は，現段階で十分な

データを示すことができないことから，ここでは対象外とする．これらについては，今後，実測

データの収集に努め，情報を提供できるようにする必要がある． 
 

(2)について 
活荷重は行政基準であり，地域の交通実態調査による結果を逐次反映することは現段階では難

しい．一方，実態調査（或はデータベース）による走行作用の確率分布を用い，走行作用を主作

用として受ける土木構造物の合理的な補修・補強水準の決定に適用することが望ましい． 
 
(3)について 
設計活荷重は渋滞荷重列の生起頻度と，それによって生じる橋梁の応答から逆算してモデル化

したもので，将来的に性能設計の考え方に基づいた各地域の交通実態を反映した設計用走行作用

（設計活荷重）の検討および設定方法の提示ができる．付録-II-3-1 に活荷重の設定例を示す． 
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3.2 作用因子 

 
(1) [REQ] 走行作用に関する作用因子は自動車による影響の大きさを決めるものとする． 
(2) [REC] 走行作用の作用因子は実態調査に基づいた確率特性を記述することが望ましい．  
(3) [REC] 走行作用の作用因子として歩行者による影響を考慮するのが望ましい． 

 
【解説】 
 
(1)について 
道路橋における大型の自動車の交通の状況を勘案して，安全性を確保するように走行作用を定

める必要がある．走行作用に関する作用因子は「車種，軸種，車重，軸重，軸距，車両の動特性

（サスペンションのばね定数・減衰係数）」のような通行車両特性と「走行速度，車線別の車両特

性，大型車混入率，日交通量，渋滞時間，車間距離」のような交通量特性により構成するものと

する．したがって実測データの収集に努める必要があり，これらの結果から本指針の考えに基づ

いて情報を提供できるようにする必要がある． 
 
なお，疲労を考える場合は，供用期間中にまれにしか発生しないような最大走行作用よりも，

走行状態で定常的に受ける変動作用の方が重要となる．この場合，橋梁を通過する交通流の問題

となる．また，交通流が同じでも橋梁のスパン長によって応力変動が異なってくる． 
 
(2)について 
走行作用は時間的・空間的に変化する荷重因子の影響を受ける物理量であり，実態調査に基づ

いた確率特性で記述することが望ましい．ただし，地域によって確率特性を指定できない場合に

は，既往の実態調査などを参照して設定し，活荷重を評価してもよい． 
 

(3)について 
歩道橋の場合，走行作用に関する作用因子は「歩行者の体重，歩調，衝撃力比」により構成す

るものとする． 
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3.3 作用モデル 

 

(1) [REQ] 走行作用における作用モデルは，実態に即した適切なモデルを設定しなければならない．

(2) [REQ] 作用モデルは、設計対象とする構造物の破壊に至る特性を十分考慮した上で，その構

造物の安全性を確保できるものとしなければならない．  
(3) [REQ] 走行作用のうち，自動車による動的影響をモデル化するのに衝撃係数が使われる． 
(4) [REC] 歩行者が歩道橋に及ぼす動的影響を適切にモデル化して用いることが求められる． 

 
【解説】 
 
(1)について 
走行作用の各作用因子は，ばらつきの大きいものが多い．よって，作用モデルを設定する場合

においては，実態を十分に考慮した上で，適切にモデル化をすることが重要であることを示した

ものである． 
 
(2)について 
設計対象とする構造物によっては，局所的に作用を考慮する場合が構造物として厳しい状態に

なる場合や，全体的に分布する作用状態を考慮する場合が構造物として厳しい場合がある．疲労

設計に用いる走行作用については，実車両の形状や軸重分布等を模擬した作用モデルを採用する．

また，疲労損傷の原因究明や寿命予測という観点からも，橋梁への作用を明確に把握する必要が

ある．従って，作用モデルを考慮する場合には，設計対象とする構造物の破壊に至る特性を十分

考慮して，その構造物の安全性を確保できるものとしなければならない． 
 

(3)について 
走行自動車の動的影響は，動的応答が生じる場合に発生する．したがって，車両静止状態が構

造物にとって限界状態を引き起こすような場合には動的影響を考慮しなくてよい．また，動的影

響をモデル化するのに衝撃係数が使われる．衝撃係数は設計活荷重に対する割増係数として規定

されている．設計活荷重の載荷確率と合わせて衝撃の発生確率についても，実測データの収集に

努める必要があり，これらの結果から本指針の考えに基づいて情報を提供できるようにする必要

がある．  
 
(4)について 
歩行者による外力のモデル化のためのいくつかの方法が ISO 18649, Annex C 1)に示されている．

歩行による動的影響を考慮するために，橋梁への歩行外力としていくつかの代表的な方法が考慮

されている．構造物の運動方程式の外力として人の歩行を考慮する場合の外力モデルを歩行外力

とする．付録-II-3-2 に歩行外力モデルを紹介する． 
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3.4 作用効果 

 

(1) [REQ] 走行作用効果は，走行作用を受ける構造物の「安全性」および「使用性」の観点から

評価する． 

(2) [REC] 走行車両によって励起される構造物の振動に起因する構造物周辺への環境振動影響

も作用効果として考慮するのが望ましい． 

(3) [REC] 歩道橋の場合，歩行者による振動が使用性評価に影響する場合がある．  

 
【解説】 
 
(1)について 
走行車両による構造物への作用効果は，静的作用および動的作用による構造物への影響を示す．

すなわち，構造物の「安全性能」および「使用性能」の検討に直接につながる．特に，構造物の

安全性能については部材の耐荷性能に関する安全性と構造系の崩壊などの安全性を意味する．使

用性能に関しては構造系としての変形および振動性状などの機能性，さらには使い易さといった

利便性などを含む． 
 
(2)について 
走行車両の作用効果の中，構造物への動的影響は構造物の振動使用性だけではなく，構造物の

振動が原因になる構造物周辺への影響（騒音，低周波音，地盤振動など）にも深く関わっている．

すなわち，走行車両によって励起される構造物の振動による構造物周辺への環境振動影響を検討

する場合もある． 

 

(3)について 

歩道橋の場合には，歩行者・使用者の快適さに基づいて限界値を設定するのがよい．歩道橋の

使用性評価は，歩行者の歩行により加振される歩道橋の振動数および加速度または速度の振動モ

ニタリング結果を用いて，人の振動に対する敏感さを考慮した限界値と比較することにより行わ

れている．この限界値には，歩行者の歩行を妨げない限界，および歩行者・使用者が振動により

不快感をもたない限界がある．また，歩道橋の使用性を評価するために測定された応答の振動数，

加速度および速度に対して基準がある．人の振動に対する敏感さに関する基準として ISO 26312)

より，振動の限界レベルを決めている． 
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3.5 基礎データ 

 

(1) [REC] 走行作用の検討に当たっては，大型車の通行実態に関するデータを取得し，それらを

ベースに適切に考慮する必要がある． 

 
【解説】 
 
(1)について 

走行作用に関する作用因子は，大型車の通行実態に関する最新のデータより逐次見直し，それ

らをベースに構造物の性能調査に適切に考慮する必要がある．特に，平成 5 年度には大型車の重

量制限が最大 20tonf から 25tonf へと緩和され，車両の実重量への関心が高まっている． 
(a) 実重量の把握には付録-II-3-3 に紹介する軸重測定による方法が一般的である． 
(b) 現段階ではデータの不足や確率特性を指定できない場合は付録-II-3-4 に紹介するような実

態調査に基づいた確率特性を記述してもいい．また，道路橋の衝撃係数に関しては付録

-II-3-5 のデータを利用してもよい． 
(c) 走行作用による動的影響には進入側の段差を含む路面の凹凸状態が重要な役割を果たすこ

とから路面凹凸のデータベース化も必要になる． 
 
 

参考文献 
1) ISO 18649 Mechanical vibration - Evaluation of measurement results from dynamic tests and 

investigations on bridges, ISO, 2004. 
2) ISO2631-4 Mechanical vibration and shock – Evaluation of human exposure to whole-body 

vibration-Part 4: Guidelines for the evaluation of the effects of vibration and rotational motion on 
passenger and crew comfort in fixed-guideway transport systems, ISO, 2001. 
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付録-II-３-１ 設計用活荷重の試算例 

 

実態活荷重の特性に基づき，橋梁に載荷される等分布荷重強度を試算する例を示す． 

 

1.1 対象支間長と車線数の設定 

 

ここでは支間長 100m，上下線各 2 車線の橋梁を対象とする．載荷方法はレーン載荷とし，等分

布荷重強度は片側 2 車線の載荷面積（支間長 100ｍ✕幅員 3.5ｍ✕2 車線）に対して算出する． 

 

 

付表 1.1 車種の設定 1) 

 

車  種 車  重(ton) 

乗用車類 1.31
中型車類 6.09
大型車類 2軸 11.08
大型車類タンデム軸 17.58
トレーラ類 27.59

 

付表 1.2 車長の設定 1) 

 

車  種 車  長 (m) 

乗用車類 4.0
中型車類 6.2
大型車類 2軸 8.7
大型車類タンデム軸 10.4
トレーラ類 13.6

 

付表 1.3 車間距離の設定 1) 

 

走行状態 車間距離 (m) 

通常走行時 19.4
通常渋滞時 8.1
突発渋滞時 2.7
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付表 1.4 車種混入率 （単位：％）1) 

 

車  種 混入率 

（実測平均値） 

大型車混入率 

20%時 

大型車混入率 

40%%時 

大型車混入率 

60%時 

乗用車類 56.7 60.6 45.4 30.3
中型車類 18.2 19.4 14.6 9.7
大型車類 2軸 2.4 1.9 3.8 5.7
大型車類タンデム軸 16.1 12.8 25.7 38.5
トレーラ類 6.6 5.3 10.5 15.8
合計 100.0 100.0 100.0 100.0

 
付表 1.5 大型車およびトレーラ類の混入率が 20%の場合 

 

車両総台数 b)（台／2 車線） 車両総重量 c)（ton／2 車線） 
項 目 

混入率

（％）

車重 a) 

(ton/台) 通常走行 通常渋滞 突発渋滞 通常走行 通常渋滞 突発渋滞

乗用車類 60.6 1.3 4.8 8.7 14.2 6.2 11.3 18.5

中型車類 19.4 6.1 1.5 2.8 4.6 9.2 17.1 28.1

大型車類 2軸 1.9 11.1 0.2 0.3 0.4 2.2 3.3 4.5

大型車類タンデム軸 12.8 17.6 1.0 1.9 3.0 17.6 33.4 52.8

トレーラ類 5.3 27.6 0.4 0.8 1.2 11.0 22.1 33.1

合計 100.0 - 7.9 14.5 23.4 46.2 87.2 137.0

等分布荷重 d)（kN/m2） 0.7 1.2 1.9

c) = a) ✕ b); d) = c)の合計/ {L✕（車線数✕車線幅）} 

 

付表 1.6 大型車およびトレーラ類の混入率が 40%の場合 

 

車両総台数 b)（台／２車線） 車両総重量 c)（ton／２車線） 
項 目 

混入率

（％）

車重 a) 

(ton/台) 通常走行 通常渋滞 突発渋滞 通常走行 通常渋滞 突発渋滞

乗用車類 45.4 1.3 3.4 5.9 9.2 4.4 7.7 12.0

中型車類 14.6 6.1 1.1 1.9 3.0 6.7 11.6 18.3

大型車類 2軸 3.8 11.1 0.3 0.5 0.8 3.3 5.6 8.9

大型車類タンデム軸 25.7 17.6 1.9 3.4 5.2 33.4 59.8 91.5

トレーラ類 10.5 27.6 0.8 1.4 2.1 22.1 38.6 58.0

合計 100.0 - 7.5 13.1 20.3 69.9 123.3 188.7

等分布荷重 d)（kN/m2） 1.0 1.7 2.7
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付表 1.7 大型車およびトレーラ類の混入率が 60%の場合 

 

車両総台数 b)（台／２車線） 車両総重量 c)（ton／２車線） 
項 目 

混入率

（％）

車重 a) 

(ton/台) 通常走行 通常渋滞 突発渋滞 通常走行 通常渋滞 突発渋滞

乗用車類 30.3 1.3 2.2 3.7 5.4 2.9 4.8 7.0

中型車類 9.7 6.1 0.7 1.2 1.7 4.3 7.3 10.4

大型車類 2軸 5.7 11.1 0.4 0.7 1.0 4.4 7.8 11.1

大型車類タンデム軸 38.5 17.6 2.8 4.6 6.9 49.3 81.0 121.4

トレーラ類 15.8 27.6 1.1 1.9 2.8 30.4 52.4 77.3

合計 100.0 - 7.2 12.1 17.8 91.3 153.3 227.2

等分布荷重 d)（kN/m2） 1.3 2.2 3.2

 
1.2 荷重条件の設定 1) 

 

ここでは載荷する各車両の車重，車長，車間距離はそれぞれのモデルの平均値を用いることとす

る．大型車混入率については，時間帯による変化を考慮し 20%，40%，60%の 3 ケースを仮定する．

また，走行状態としては，通常渋滞，突発渋滞，通常走行の 3 ケースを考慮する．各荷重条件を付

表 1.1～付表 1.4 に示す． 

 
1.3 等分布荷重の試算 

 

上記の荷重条件に基づいて，大型車の混入率による等分布荷重の試算結果を付表 1.5－付表 1.7
に示す．ただし，付表の車両総台数は付式(1.1)に示す 1 車線当たりの車両台数を求め，これに車線

数をかけた結果である．ただし，付表の等分布荷重は 2 車線当たりの等分布荷重を示す． 

( ){ }∑
=

×+

×
=

vN

1i
ii

i
i

γLHLV

γLN      (1.1) 

ここに，Ni=1 車線当たりの i-車類の車両台数；L=支間長 (m)；γi=i-車類の混入率；LVi=i-車類の車

長 (m)；LH=想定した混入率に該当する車間距離 (m)；Nv=車類の種類． 
 

 付図 1.1 に渋滞特性の組み合わせによる活荷重載荷状態の例を示す．付図 1.1(a)は大型車の混入

率を 60%と仮定した場合の深夜から早朝にかけての突発渋滞と通常渋滞の組み合わせを，付図

1.1(b)は大型車混入率 40%と仮定した場合の朝および夕方のラッシュ時の上下線で同時に発生する

渋滞の組み合わせを示している． 
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(a) 大型車混入率60%と仮定した場合 

 

 
(b) 大型車混入率40%と仮定した場合 

 

付図 1.1 試算による橋軸方向 1m 当たりの等分布荷重強度 
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付録-II-３-２ 歩行外力モデル 

 

 
付図 2.1 歩行外力モデル 

 

1 2 3 4
0

1

2

0

3

6

衝撃力比

走行速度

歩調　（歩／秒）
移

動
速

度
　

v
(
m
/
s
)

 

 

衝
撃

力
比

　
α

歩行速度

 
付図 2.2 衝撃力比と移動速度 

 

2.1 梶川の方法 2) 

 

歩行外力を付式(2.1)および付図 2.1 のようにモデル化する． 
 

αWsin2πftF(t) =     (2.1) 

 
ここに，F(t): 歩行外力，W: 歩行者の体重，α: 衝撃力比（付図 2.2 から求める），f: 歩調 
 
2.2 Wheeler の方法 3) 

 

歩行外力を付式(2.2)および付図 2.3 のようにモデル化する．この場合，歩行外力は半正弦波とす

る． 
 

t/CT)Fsin(F(t) π=     (2.2) 

 
ここに，F: 外力の最大値，CT: 衝撃継続時間 
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付図 2.3 Wheeler の歩行外力 

 

 
付図 2.4 移動速度 

 

 

付図 2.5 衝撃係数と衝撃継続時間 

 
2.3 小幡・林川の方法 4) 

 

梶川の方法における正弦波外力の負の荷重部分を除去した方法で，パラメーターは梶川の方法と

同じとする． 
 
2.4 米田の方法 5) 

歩行外力モデルとしては，正負の両方を考える梶川の方法を使っているが，歩調を共振歩調の

95%，共振歩調の 97.5%の順番で 1 周期ごとに変化させる．また，歩行速度 v，衝撃力比 αは，共

振歩調の 97.5%に対応する値を採用する． 
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付録-II-３-３ 軸重測定方法 

 

現在まで様々な軸重測定が行われてきたが，計測の原理により「直接法」と「間接法」に大別さ

れる 6)．直接法は計量台などにより直接軸重を測る方法である．一方，間接法としては橋梁の応答

を用いた軸重推定法（BWIM: Bridge Weigh-In-Motion）がある．付表 3.1 に間接法の研究動向を示す． 
 

付表 3.1 BWIM の研究動向 

 

原 理 着目部材 特記事項 

主部材の影響線を利用．影

響線を多項式近似し，応答

値との誤差最小により軸重

を推定． 

主桁下フランジ：影響線応答, 

垂直補剛材：軸数，車線の判別， 

光スイッチ：車速の判定． 

車速（車両位置）の判別が必要．

連行，平行した場合に誤差が大

きくなる 7)． 

縦桁の影響線を利用． 

応答値の面積が車両総重量

に比例することを利用． 

縦桁：影響線応答，車速の判別 車速（車両位置）の判別が必要．

同時載荷（連行，並行）の場合

推定が困難 8)． 

支点反力の影響線を利用． 

応答値の落差が軸重に対応

する点に着目． 

垂直補剛材：影響線応答 車速判別不要． 

垂直補剛材のない構造には適

用不可 9)．  

RC床版のひび割れ幅の変動

と車両軸重の相関から軸重

を推定する． 

床版：ひび割れ幅応答 車速判別不要． 

精度を高めるには，多くの測点

を必要とする10)． 

たわみの応答と軸重の相関

をGAにより推定する． 

たわみを発生する部材全て：たわ

み応答 

車速判別不要． 

同時載荷の場合適用不可． 

実橋による検証例がない11)． 

主部材の影響線を利用． 

影響線を直線近似する． 

参考文献 7)に準ずる． 

主桁：影響線応答 

床版：車速，車線，軸数の判別 

車速（車両位置）の判別が必要．

同時載荷の影響が大きい 12)． 
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付録-II-３-４ 大型車実態調査例 

 

車重および軸重に関しては，文献 13 の国道 357 号での実態調査結果（昭和 59 年度）によると，

トラック最大荷重は 61.9 トンであり，トレーラ荷重については，フルトレーラーで 95.4 トンが観

測されている．最大軸重として大型トラックの 30.4 トンが観測されており，セミトレーラでは最大

29.9 トンが観測された． 

一方，平成 5 年度には大型車の重量制限が最大 20tonf から 25tonf へと緩和され，緩和以前の実態

調査データの信頼性の検討の必要性および緩和以後のデータの蓄積などの関心が高まっている．特

に，重量制限緩和以後の観測結果の一つである文献 14)によると，最大車重として 128 トン（6 軸）

が観測されている．また，文献 15)の近畿管内 11 路線での交通荷重（24 時間）の観測からも最大

106.4 トンの車重観測結果を報告している．それらの結果から車重は緩和以前より増加しているこ

とが分かる．付表 4.1 に文献 15)の観測結果を示す．他の重量制限が緩和以後の実態調査結果を付

表 4.2 に示す 16)． 
一方，都市高速道路などのアクセスコントロールがなされている道路では，ある一定値に総重量，

軸重を制限できることから，一般国道とは異なる傾向が予測される．一例として，阪神高速道路の

場合の重量制限緩和前後の実態調査データを付表 4.3~4.5 に示す 1)．付表から分かるように，一般

国道に比べ，車重がやや小さいことが分かる．しかしながら，平成 15 年 12 月から平成 16 年 11 月

までの兵庫地区の阪神高速道路軸重違反車取締りデータによると，最大軸重 27.9 トンである．また，

重量制限緩和前後を比較してみると，緩和以後の車重の平均値が緩和以前より大きくなっているこ

とが分かる． 

また，車種混入率に関する緩和前後の観測例を付表 4.6 に示す 1)．その他車両配列特性に関わっ

ている車種別車長は平成 5 年度以後の大型化に伴い変化が予想されているが，実態調査データはま

だ稀であり，今後の調査活動が必要である．車間距離は人間の感覚，運転技量により決まるところ

が大きいと考えられ，過去のデータを利用しても大きな差はないと推定できる．また，渋滞特性に

関しては，地域，路線の線形などによって変わる可能性が高いことから，各路線によるデータの確

保が重要である． 

ここで明記すべき点は軸重の地域特性である．軸重の地域特性に関する調査結果が文献 17)にま

とめられている．その調査によると（付図 4.1），昭和 40 年度から 61 年度まで，建設省各地方建設

局を中心に地域分けをして一般国道の軸重の地域特性を調査した結果，28 トン以上の軸重は北陸地

方建設局以外の全地方建設局で観測されている． 

 終局限界状態を想定する場合の設計荷重を考察しようとする場合，各実態荷重がそのまま供用期

間内でどのような最大値をとるかが問題になる．活荷重の場合には，ある決まった範囲の車両のラ

ンダムな応答の組み合わせとなり，供用期間中にあり得る応答の最大値の分布を求めて，その 10%
超過確率値を求める必要がある．このように，車種，車間距離，車両混入率がそれぞれの確率分布

で限定されている場合の活荷重による供用期間中の最大応答を求めるとき，モンテカルロシミュレ

ーション法が有効となる．そのシミュレーションの流れを付図 4.2 および付図 4.3 に示す 18)． 
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付表 4.1 近畿管内 11 路線での交通荷重（24 時間）の測定結果 15) 

 
総重量 (tf) 軸重 (tf) 

車種分類 
最大 平均 

標準 

偏差 

分布 

(平均，標準偏差) 
最大 平均

標準

偏差
分布 

台数 

（台）

L1  

46.4 7.61 4.4 WB(7.5, 4.4) 27.6 3.03
4.58

1.67
3.14

第 1 軸: LN 
第 2 軸: EXP 

11,916

 

66.0 20.42 8.3 双峰形分布 

N(11.6, 2.1): 32.0% 
LN(21.0, 6.0): 68.0% 

31.8 5.56

4.2
10.4
6.32

1.76

1.6
3.1
3.9

第 1 軸: LN 
第 2 軸: 双峰形分布 

N: 33.0% 
LN: 67.0% 

第 3 軸: LN 

7,301 

 

54.6 17.26 7.1 WB(17.6, 7.3) 24.8 5.07
5.55
6.64

2.02
2.96
3.41

第 1 軸: N 
第 2 軸: LN 
第 3 軸: BT 

2,906

 

93.2 24.77 12.4 双峰形分布 

N(14.5, 3.6): 43% 
LN(31.0, 8.3): 57% 

30.4 5.03

3.1
9.6

6.42
6.70

1.84

1.2
3.4

3.96
4.31

第 1 軸: WB 
第 2 軸: 双峰形分布 

N: 46.3% 
LN: 53.7% 

第 3 軸: LN 
第 4 軸: LN 

643

 

87.2 29.16 13.6 双峰形分布 

N(16.5, 4.3): 39% 
LN(37.0, 11.0): 61% 

30.4 6.04

4.0
11.2
6.99

3.8
10.3

1.97

1.8
3.5

4.00

0.8
3.8

第 1 軸: N 
第 2 軸: 双峰形分布 

N: 39.6% 
LN: 60.4% 

第 3 軸: WB 
第 4 軸: 双峰形分布 

N: 40.4% 
LN: 60.0% 

716

 

105.0 41.3 18.8 双峰形分布 

N(19.1, 5.0): 27% 
LN(49.0, 12.7): 73% 

28.0 5.60
8.21

4.4
11.0

3.2
11.2

3.9
13.6

1.82
3.80

1.7
3.2

1.1
4.1

1.8
4.4

第 1 軸: N 
第 2 軸: BT 
第 3 軸: 双峰形分布 

N: 37.4% 
LN: 62.6% 

第 4 軸-双峰形分布 
N: 29.0% 
LN 71.0% 

第 5 軸-双峰形分布 
N: 40.0% 
LN: 60.0% 

403

 

106.4 51.08 24.0 双峰形分布 

N(23.3, 4.5): 30% 
LN (66.9, 15.9): 70% 

32.6 5.94

4.6
10.3

4.2
11.7

2.4
10.8

2.7
12.8

2.8
12.2

1.24  

0.9
2.9

0.8
2.8

1.1
3.6

1.8
4.1

1.2
5.0

第 1 軸: N 
第 2 軸-双峰形分布 

N: 31.5%  
LN: 68.5% 

第 3 軸-双峰形分布 
N: 33.9% 
LN: 66.1% 

第 4 軸-双峰形分布 
N: 29.6% 
LN: 70.4% 

第 5 軸-双峰形分布 
N: 36.1% 
LN: 63.9% 

第 6 軸-双峰形分布 
N: 26.4%  
LN: 73.6% 

331

総重量特性（車種無視）： 

台数：24,216，最大総重量：106.4 tf，平均：14.65 tf,，分布特性：Lognormal（超過確率 10％：35 tf，超過確率 5％：43 tf） 
車種に含まれる軸重量： 

軸数：63,890，最大軸重：32.6 tf，平均：5.25 tf 
N：Normal；LN：Lognormal；BT：Beta：WB：Weibull． 
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付表 4.2 一般国道 23 号線港新橋交通荷重実態調査 16) 

 

第 n 軸距 Ln(m) 第 n 輪重 Wn (tf) 車種分類 

(軸数－分類) 
L1 L2 L3 L4 L5 W1 W2 W3 W4 W5 W6 

総重量(tf) 

(標準 

偏差) 

台数 

混入率 

% 

2-1 L1  2.59     2.05 2.24     
5.42 

(3.26) 

213 

2.30 

2-2 L1  4.60     3.39 2.26     
7.22 

(3.42) 

3028 

32.69 

3-1 L1 L2  3.28 1.28    2.39 3.30 2.98    
17.11 

(6.41) 

550 

5.94 

3-2 L1 L2  5.49 1.25    2.27 3.56 2.48    
16.58 

(5.10) 

1801 

19.45 

3-3 L1 L2  1.67 3.67    2.40 2.22 3.61    
16.06 

(5.59) 

427 

4.61 

3-4 L1 L2  1.68 5.71    1.67 1.75 2.90    
12.59 

(3.08) 

1075 

11.61 

3-5 L1 L2  3.70 8.52    2.28 3.44 3.32    
18.02 

(4.81) 

556 

6.00 

4-1 L1 L3L2  3.28 6.66 1.31   2.71 3.33 3.25 2.85   
24.22 

(8.83) 

783 

8.45 

4-2 L1 L3L2  
判定されず 

4-3 L1 L3L2  1.40 4.51 1.18   1.75 1.38 2.45 2.51   
16.07 

(6.20) 

351 

3.79 

5-1 L1 L3L2 L4  3.07 1.32 6.75 1.25  2.40 3.11 3.15 4.12 4.05  
33.40 

(14.03) 

180 

1.94 

5-2 L1 L3L2 L4  2.95 5.45 1.25 1.23  2.39 2.94 2.39 2.44 1.73  
23.78 

(8.76) 

10 

0.11 

5-3 L1 L3L2 L4  4.70 1.28 5.71 2.41  2.10 3.52 3.28 3.23 3.18  
30.61 

(10.32) 

37 

0.40 

5-4 L1 L3L2 L4  1.69 5.19 4.11 4.19  1.78 1.79 3.06 2.24 2.16  
22.09 

(5.05) 

27 

0.29 

6-1 L1 L3L2 L4 L5  3.20 1.31 5.55 1.25 1.23 2.65 3.66 3.62 4.05 4.14 3.39 
43.02 

(14.38) 

224 

2.42 

合計 9262 台／24 時間

一般車両集計結果：秋期 12 時間，冬期 12 時間，計 24 時間 

計測：夏期（1996 年 7 月 29 日）・秋期（1996 年 10 月 16 日～17 日）・冬期（1996 年 12 月 8 日～10 日） 
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付表 4.3 阪神高速道路各料金所における車種別最大車重（平成 11 年調査）（単位：トン）1) 

 

計測地点 

車種 

芦屋 中島 長田 守口 堺 

車種 

最大車重 

HDL5） 

L1  中型 16.8 20.2 16.8 13.2 10.0 20.2 19.8

L1  大型 2 軸 19.1 42.4 28.5 23.4 35.3 42.4 24.1

L1 L2  大型 3 軸 (1) 33.2 32.4 45.2 35.5 28.4 45.2 

L1 L2  大型 3 軸 (2) 25.2 24.6 25.1 21.2 29.7 29.7 

L1 L3L2  大型 4 軸 26.6 37.8 35.1 40.0 36.5 40.0 

37.8

L1 L2  28.8 25.0 22.9 21.3 25.0 28.8 

L1 L3L2  46.2 47.9 38.3 38.2 35.5 47.9 

L1 L3L2 L4  

セミトレーラ

(1) 
47.3 59.9 20.2 35.4 - 59.9 

L1 L3L2  20.9 37.9 - - - 37.9 

L1 L3L2 L4  60.3 60.2 32.5 51.1 45.0 60.3 

L1 L3L2 L4 L5  

セミトレーラ

(2) 
84.1 77.0 70.8 78.7 66.9 84.1 

68.4

その他トレーラ 38.2 - 49.3 75.6 27.7 75.6 60.6

最大車重 84.1 77.0 70.8 78.7 66.9 84.1 68.4

 
付表 4.4 阪神高速道路各料金所における車種別車重の特性値（単位：トン）1) 

 

芦屋 中島 平均値 HDL（芦屋） 
車種 

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 

乗用車類 - - - - - - 1.31 0.34

中型車類 6.08 2.15 6.10 2.29 6.09 2.22 5.07 2.68

大型車類 2軸 11.59 3.87 10.69 5.33 11.08 4.80 10.21 3.85

大型車類タンデム軸 18.27 4.53 16.92 5.51 17.58 5.10 16.73 4.73

トレーラ類 30.20 15.09 26.64 12.64 27.59 13.40 22.31 9.48
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付表 4.5 阪神高速道路各料金所における車種別最大軸重（平成 11 年調査）（単位：トン）1) 

 

計測地点 

車種 
芦屋 中島 長田 守口 堺 

車種 

最大軸重 
HDL5) 

L1  中型 11.3 15.2 12.4 10.1 7.3 15.2 14.3

L1  大型 2 軸 12.1 22.1 14.8 13.0 18.6 22.1 18.0

L1 L2  大型 3 軸 (1) 13.6 14.3 18.0 15.7 12.9 18.0 

L1 L2  大型 3 軸 (2) 12.1 13.6 12.6 10.6 11.7 13.6 

L1 L3L2  大型 4 軸 8.6 11.7 11.3 11.9 11.6 11.9 

19.2

L1 L2  11.5 10.4 10.6 9.0 9.8 11.5 

L1 L3L2  13.9 16.0 14.0 12.0 10.9 16.0 

L1 L3L2 L4  

セミトレーラ

(1) 
13.1 15.3 5.7 9.2 - 15.3 

L1 L3L2  5.6 10.9 - - - 10.9 

L1 L3L2 L4  14.5 13.9 8.5 13.9 11.9 14.5 

L1 L3L2 L4 L5  

セミトレーラ

(2) 
19.8 17.5 13.6 16.5 15.3 19.8 

19.2

その他トレーラ 12.2 - 10.6 17.4 9.4 17.4 15.7

最大車重 19.8 22.1 18.0 17.4 18.6 22.1 19.2

 

付表 4.6 阪神高速道路における車種混入率（単位：％）1) 

 

車種 芦屋 中島 平均値 HDL（芦屋） 

乗用車類 71.8 23.7 56.7 65.5
中型車類 12.6 30.4 18.2 17.9
大型車類 2 軸 1.5 4.3 2.4 2.6
大型車類タンデム軸 11.5 26.2 16.1 11.6
トレーラ類 2.6 15.4 6.6 2.4
合  計 100.0 100.0 100.0 100.0
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　　　　凡　例

： ２８ 軸重  ton以上
： ２０～２８ 軸重     ton
： ２０ 軸重  ton未満

，建設省車両重量調査において 過去に観測
．された最大軸重を記号で表す 

．調査地点は全て直轄国道を対象としている 

 

付図 4.1 最大軸重の実態（全国車両重量調査，S.40～61）17) 
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: 乱数発生

……

着目点

トレーラー類積載車
（ ） 着目点上のトレーラー 

全車種
（ ） 着目点以外の車両 全車種

（ ） 着目点以外の車両 

荷重載荷の方法

NO

Start

断面力の影響線

車間距離の分布

形式

支間長

期間

発生回数

幅員

着目店

車種数

車種混入率

車重の分布

車長の分布

設計断面力の計算(M
20

)

車種の発生

車長の発生

車種の発生

車重の発生

車種の発生

車間距離の発生

載荷位置計算

満載

ＮＯ

Ａ

ＹＥＳ

着目点上の
トレーラ

着目点以外の
車両

Ａ

（Ｍ）断面力   

（Ｍ断面力比  /M
20

）

発生回数満足

断面力比の最大値抽出

シミュレーション
回数満足

断面力比の頻度分布

断面力比の平均値と分散

確率分布のあてはめ

分布形のパラメーター

出力

ＥＮＤ

YES

YES

NO

 
付図 4.2 主桁の活荷重応答に関する効率化シミュレーションのフロー18) 
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: 乱数発生

NO

Start

輪重和の分布特性

断面力の影響線

走行位置の分布特性

衝撃係数の分布特性

車種数

車種混入率

輪　距

軸　距

設計T荷重による断面力
(M

20
)

軸種の発生

輪重和の発生

輪重和と相関を持つ
輪重比の発生

走行位置発生

衝撃係数発生

Ａ

Ａ

発生回数満足

断面力比の最大値抽出

シミュレーション
回数満足

断面力比の頻度分布

断面力比の平均値と分散

確率分布のあてはめ
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付図 4.3 床版のシミュレーション方法のフロー18) 
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付録-II-３-５ 動的効果としての衝撃係数 

 

5.1 動的効果としての衝撃係数の定義 

 

 車両の走行により生じる橋梁のたわみや応力等の動的応答値は，同じ車両が静的に作用した場合

に生じる静的応答値に比べて大きくなる．この動的影響は，静的応答値に対する動的応答値の比と

して定義される動的増幅率で表現される．一方，道路橋の強度設計において，この動的影響は，鉄

道橋の慣習により‘衝撃’として考慮され，設計係数である衝撃係数により評価される 19)．具体的

には，この動的荷重を，交通荷重に衝撃係数を乗じて得られる静的荷重に置き換えることで，簡便

な強度設計を可能にしている． 
 

0 10 20 30 40 50 60 70

0.0
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0.2

0.3

0.4

0.5

(e.g. G/P=0.3)

 Japan                        Steel Bridge                          20/(50+L)
 Japan                        Prestressed concrete Bridge  10/(25+L)
 Japan                        Reinforced concrete Bridge   7/(20+L)
 U.S.A(AASHTO)     Steel & concrete Bridge       15.24/(L+38)(less than 0.3)
 German(DIN 1072)   Steel & concrete Bridge       0.4-0.008L
 France                        Steel & concrete Bridge       0.4/(1+0.2L)+0.6/(1+4G/P)

      (Fascicule 61 Titre Ⅱ du C.P.C)
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付図 5.1 各国の衝撃係数の比較 
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付図 5.2 OHBDC（カナダ・オンタリオ州）衝撃係数規定 23) 

 

①: Max. Dynamic Deflection = ymax=ydy.max
②: Max. Static Deflection      = yst.max
③: Max. Median  Deflection = y’

st.max

Dynamic Deflection
Static   Deflection
Median  Deflection

Y1： ． 動的たわみと静的たわみとの差の最大値 
        Y1は必ずしもyst.maxやydy.max ．のどちらかが生じる同一載荷点位置ではない 

yst.max： ． 最大静的たわみ 

ydy.max： ． 最大動的たわみ 最大たわみ, ymax=ydy,max ．となる 

y'
st.max： ． 最大中央たわみ y'

st.maxとyst.max ．は必ずしも同一載荷点位置で生じない 

ymin :  ydy.max ．を含む波形サイクル区間の最小動的たわみ 

y1 :  ymax ．に対応する静的たわみ y1は必ずしもyst.max ．でない 

y2 :  ymax ．に対応する中央たわみ 

ys :  Y1 ．が記録された同一載荷点での静的たわみ 

Y2： ． 動的たわみと中央たわみとの差の最大値 

Y3 :  yst.max ．が生じる同一載荷点での動的たわみと静的たわみとの差 

Y4 :  y’st.max ．が生じる同一載荷点での動的たわみと中央たわみとの差 
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付図 5.3 単純桁橋の動的たわみの一例 
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付表 5.1 衝撃係数算定一例（付図 5.3 参考） 

 

s

1
1 y

YI =  0.500
2

2max.dy
5 y

yy
I

−
=  0.255

max.st

3
2 y

YI =  0.200
1

1max.dy
6 y

yy
I

−
=  0.352

max.st

4
3 y'

YI =  0.202
max.st

max.stmax.dy
7 y'

y'y
I

−
=  0.242

minmax.dy

minmax.dy
4 yy

yy
I

+

−
=  0.330

max.st

max.stmax.dy
8 y

yy
I

−
=  0.230

 
 我が国の衝撃係数に関する規定（L 荷重）を付図 5.1 に示す．鋼橋においては，これが昭和 14 年

に制定されて以来約 60 年間踏襲され続けている（鉄筋コンクリート橋では昭和 39 年，プレストレ

ストコンクリート橋では昭和 43 年制定）20)．付図には他国の規定も併記してあるが，各国で交通

事情や活荷重の載荷方法が異なり，衝撃係数も異なった値となっているものの，おおむね支間長の

逓減関数として規定されている．また，アメリカ，ドイツでは，鋼橋とコンクリート橋の衝撃係数

が同じであるのに対し，フランスでは死荷重と活荷重の比を考慮して，実質，異なる値を規定し，

日本では，明確に両橋を区別して衝撃係数を示している．確かに，コンクリート橋において活荷重

応力の占める割合が小さく，動的影響に対して有利と考えられるが，衝撃係数が活荷重による静的

応答に対する動的応答の割増率として定義されるならば，その割増率は重量の小さい橋梁が必ずし

も大きくないという研究成果もあり 21), 22)，動的応答のみを考えた場合若干疑問が残る． 
道路橋の衝撃係数は解析モデルを用い，シミュレートすることも可能である．この場合，モンテ

カルロ法により求めた路面を利用するとき，路面凹凸サンプル数による収束に注意しなければなら

ない．ただし，衝撃係数は，動的応答のみならず，荷重規定，載荷方法などを含めて同時に議論さ

れるべきものでもあり，今後検討が必要と思われる． 
 一方，カナダ・オンタリオ州の基準 23)では，橋梁と車両の共振現象を考慮した Dynamic load 
allowance（動荷重増幅率）を，橋梁の 1 次曲げ固有振動数の関数として付図 5.2 のように表してお

り，大型車両の持つ固有振動数域において，かなり高い値を採用している．また，スイスにおいて

も同様である 24)．このような橋梁の動的応答を考慮した規定は，支間長の逓減関数で表される衝撃

係数の規定と比較して，より合理的とも考えられるが，以下のような問題点の指摘もある 25)． 
① 衝撃係数を算出するために，橋梁を設計する以前に，橋梁の 1 次曲げ固有振動数を決める必

要がある． 
② 橋梁の 1 次曲げ固有振動数の推定精度が悪ければ，設計後，再度衝撃係数を決め直す必要が

ある． 
③ 橋梁の形式によっては卓越振動数が 1 次の曲げ振動数とならない場合がある． 
 
 わが国のように，設計活荷重を床版および床組の設計荷重（T 荷重）と主桁または主構の設計

荷重（L 荷重）に分けて考える場合には，T 荷重については主として 1 台の自動車を考えているの
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で，衝撃係数は個々の自動車の衝撃のうち，最大値を採ればよいが，L 荷重のように橋梁に対し

てほぼ満載荷重を考える場合，その大きさによって発生確率が異なり，一般には支間長が大きく

なるほど，設計荷重に近い状態になる確率は小さい．現行示方書で用いられている L 荷重のよう

な状態が起こるのは夜間わずかの時間帯であり，しかもそのように密な状態では高速で通過する

ことが不可能である．したがって走行自動車による動的影響も小さい．今後，設計活荷重の載荷

確率と合わせて，衝撃の発生確率についても研究されなければならない．また，床版に対する衝

撃係数は疲労問題の重要なファクターであり 26)，実測データの収集と解析とのより詳細な検討が

課題である． 
 

5.2 動的増幅率算定法 

 

 衝撃係数は，部材強度設計において，活荷重による静的最大応力に対する動的効果として表され

ていることから，本来，応力ないし曲げモーメント応答を基にした動的増幅率で評価することが望

ましい．しかし，応力測定が困難な場合もあり，研究の初期はたわみ応答に基づいて算出する場合

が多かった．なお，解析結果からではあるが，曲げモーメント応答から求まる動的増幅率と，たわ

み応答から求まるそれには差があり，連行走行の場合に曲げモーメント応答から求まる値の方が大

きいという指摘もある 27)． 
 動的増幅率は衝撃係数を算定する基になるものであるが，その定義法に関する検討は意外に少な

く，研究者により各種定義法が提案されている 28)．  
 付図 5.3 は，単純桁橋を車両が単独走行したときに支間中央点でのたわみ応答を示した概念図で

ある．実線は動的たわみ，破線は静的たわみ，一点鎖線は動的たわみのピーク値を平均化した中央

たわみを示している．付表 5.1 に各種動的増幅率の定義を示す． 
 I1は，静的たわみと動的たわみの比が最大になる載荷位置での両者の比と定義しているが，この

最大値が生じる位置と橋梁の最大応答が生じる位置とは必ずしも同じでないことなどの理由から，

現在では古典的な定義法と考えられている． 
 I2は，最大静的たわみに対する同時的な動的たわみのピーク値に着目した比として定義している
29)． 
 I3は，静的たわみが中央たわみに相当すると考え，最大中央たわみに対する同時的な動的たわみ

のピーク値に着目した比とする定義である．静的たわみと中央たわみは当然異なり，静的応答を基

準とする動的増幅率の定義から若干疑問は残るが，測定された応答たわみの波形から静的たわみの

最大値を見いだすことが困難な場合もあることから，一つの定義法としては有用である．ただし，

我が国では中央たわみを基準とする考え方は少ない． 
 I4は，最大動的たわみが生じる載荷点において，最大動的たわみと最小動的たわみの和に対する

動的たわみ成分の倍振幅の比として定義している 30)． 
 I5は，最大動的たわみに着目して，そのときの中央たわみに対する動的たわみ振幅の比として定

義している 31)． 
 I6は，最大動的たわみに着目して，それに対応する静的たわみに対する動的たわみ振幅の比とし

て定義されている 29)． 
 I7は，最大中央たわみを基準にして，それと最大動的たわみとの差の比として定義している 29)． 
 I8は，最大静的たわみを基準に，それと最大動的たわみ値との比として定義している．我が国で
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の動的増幅率を算出する際には，この I8の定義に基づく場合が多い．また，この算定値に 1 を加え

て，ydy,max/yst,maxを DAF (Dynamic Amplification Factor)としている場合もある． 
 我が国では I8の定義が多く用いられているが，動的応答はその位相によって必ずしも最大静的応

答よりも大きくならず，そのとき I8はマイナスとなる．この位相は，橋梁と走行車両の動的特性の

僅かな違いにより変化する可能性があり，動的増幅率を評価するには，これを考慮して実験値を評

価するのも一つの考え方である．そこで，川谷ら 32)は次の付式(5.1)に示す DIF (Dynamic Increment 
Factor)により，実験値を評価している． 

|yy|y,)y/(y1DIF stdydy,Imax.stmax.dy,I −=+=    (5.1) 

ここで，yI dy maxは，付図 5.4 に示すように yst,maxを含む 1 サイクル区間の yI dyの最大値である．こ

のように振幅 yI dyの最大値 yI dy maxを採る区間は動的応答値 ydyがあまり小さくならない範囲に限定

したとき，その DIF から 1 を差し引いた値が上述の I8に対応する． 
 

         yst    ydy 
                    ydy,max     yst,max 

          yI,dy 
                                              Influence line 
                                    Dynamic Response 

                                   yI,dy,max 
       yI,dy 

                      1 cyclic period 

 
付図 5.4 DIF (Dynamic Increment Factor)の定義 32) 

  

： ／走行速度 70km h
：路面凹凸 最良

ｒ=fT/fs

fT: （ 車両モデルの固有振動数 Hz)
fs １ （: 橋梁モデルの曲げ 次固有振動数 Hz)
   ,車両後軸に着目
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付図 5.5 道路橋衝撃係数のモデル 34) 
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正規分布

＝平 均  値 0.2
＝標準偏差 0.1
＝上 限  値 0.6

衝撃係数 i
f (

i)
-0.2      0          0.2       0.4        0.6      0.8

 

付図 5.6 RC 床版の衝撃係数モデル 34) 

 

また，文献 33)-35)によると床版の衝撃評価の場合，舗装の凹凸や伸縮装置部の段差の影響が大き

いことから鋼床版・RC 床版の衝撃係数は床版支間の関数とするよりも，段差量の関数としてまと

めた方が実態とよく適合することを実験によって明らかにしている．また，桁端部での20mm程度，

一般部での 10mm 程度の段差を想定すると，鋼床版での衝撃係数は，桁端部で 0.5~0.6，一般部で

0.3，RC 床版での衝撃係数は，桁端部で 0.4，一般部で 0.2 となる． 
 

5.3 衝撃係数の確率特性 

 

橋梁の衝撃係数の確率特性に関する調査報告は稀であるが，文献 34)には数値解析により，付図

5.5 のような衝撃係数モデルを提案している．一方，床版に関しては付図 5.6 に示すような正規分布

で理想化したモデルが提案されている 36)．また，文献 27)ではモンテカルロシミュレーションによ

り RC 床版の衝撃係数を算定し，桁端部近傍の床版の場合，平均衝撃係数が 0.17 程度，標準偏差が

0.09 程度，一般部では平均衝撃係数が 0.09～0.13，標準偏差が 0.09～0.1 程度であり，対数正規分布

で理想化できることを報告している． 
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